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重要事項説明書   （居宅介護支援）    

 
1 居宅介護支援の提供事業者 

事業者名称 株式会社 アースシルバープランニング 

代表者氏名 松崎 暁志 

本社所在地 
（連絡先） 

 

大阪市城東区関目 2丁目 12 番 34 号 

TEL 06－4255－6167   FAX 06－4255－6168 

2 ご利用者へのサービス提供を担当する事業所について 
（１）事業所の所在地等 

事業所名称 そら介護センター 

介護保険指定事業者番号 ２７７４４０４１１１ 

 
事業所所在地連絡先 

 

大阪市城東区今福東 2 丁目 4 番 26 号 
ＴＥＬ ０６－６９３１－００１２ 
ＦＡＸ ０６－６９３１－００１３ 

相談担当者名 介護支援専門員    安田 亜佐 

事業所の通常の 
事業実施地域 

大阪市（鶴見区、城東区、旭区） 

（２）事業の目的及び運営方針 

 
 
 

事業の目的 

 
 
 
 

株式会社アースシルバープランニングが設置するそら介護センター（以下「事業

所」と言う。）において実施する指定居宅介護支援事業（以下「事業」と言う。）の

適切な運営を確保するために必要な人員及び運営管理に関する事項を定め、事業所

の介護支援専門員が、要介護者等からの相談に応じ、及び要介護者等がその心身の

状況や置かれている環境等に応じて、本人やその家族の意向を基に、居宅サービス

又は施設サービスを適切に利用できるよう、サービスの種類内容等の計画を作成す

るとともに、サービスの提供が確保されるよう指定居宅サービス事業者、介護保険

施設等の連絡調整その他の便宜の提供を行うことを目的とする。 

 
 
 

事業の運営の方針 

 
 
 
 
 

１．この事業所が実施する事業は、利用者が要介護状態等となった場合において

も、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるように配慮したものとする。２．利用者の心身の状況、その

置かれている環境等に応じて、利用者自らの選択に基づき適切な保険医療サービス

及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配慮し

て行う。３．利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者

に提供され居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏

することのないよう、公正中立に行う。４．事業を行うに当たっては、利用者の所

在する市区町村、在宅介護支援センター、他の居宅介護支援事業者、介護保険施設

等との連携に努める。 



- 2 - 

 
（３）事業所窓口の営業日及び営業時間 

営業日 月～金 

営業時間 ９：００～１８：００ 

定休日 土、日、年末年始（１２／３１～１／３） 

 
（４）事業所の職員体制 

職種 職務内容  名前 及び 人員  

 
事業所の管理者 

従業者及び業務の管理の一元化。従業者に

対し遵守すべき事項についての指揮命令

等。事務処理。 

 
安田 亜佐         

（介護支援専門員 兼務） 

介護支援専門員 介護相談・ケアプラン作成・連絡調整

等 
3 名（常勤 3 名、非常勤０名） 

 
 
3 居宅介護支援の内容 

居宅介護支援の内容 提供方法 
介護保険 
適用有無 

利用料 
（月

額） 

利用者負担額 

（介護保険適用の場合） 

① 居宅サービス計画

の作成  

別紙に掲げる 
「居宅介護支援

業務の実施方法

等について」を

参照下さい。 

左の①～

⑦の内容

は、居宅

介護支援

の一連業

務 と し

て、介護

保険の対

象となる

も の で

す。 

下表の 
とおり 

介護保険適用となる場合には、

利用料を支払う必要がありませ

ん。 
（全額介護保険により負担され

ます。） 

② 居宅サービス事業

者との連絡調整  
③ サービス実施状況

把握、評価  

④ 利用者状況の把握  

⑤ 給付管理  

⑥ 要介護認定申請に

対する協力、援助  

⑦ 相談業務  

 
＊１ヶ月あたりの料金 

要介護１又は要介護２ 12，076 円 

要介護３、要介護４又は要介護５ 15，690 円 

 
＊ 尚、当事業所の取り扱い件数及び状況等により単価が変更することがあります。その際は、

事前にお知らせいたしますのでご了承下さい。  



- 3 - 

 ★１  加 算 加算額 算 定 回 数 等 

要
介
護
度
に
よ
る
区
分
な
し 

初 回 加 算 

 （ 単 位 数  3 0 0 ）   
3,336 円／回 

新規に居宅サービス計画を作成する場合要支援者が

要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成

する場合 

要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅

サービス計画を作成する場合 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 

 （ 単 位 数  2 0 0 ）   
2,224 円／月 

介護支援専門員が当該病院又は診療所の職員に対して必要な

情報提供を入院３日以内に行った場合（提供方法は問わない） 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 

 （ 単 位 数  1 0 0 ）   
1,112 円／月 

介護支援専門員が当該病院又は診療所の職員に対して必要な

情報提供を入院７日以内に行った場合（提供方法は問わない） 

退 院 ・ 退 所 加 算 

 （単位数 450～900）  

5,004～ 

10,008 円／回 

退院等に当たって病院職員等から必要な情報をうけて、居宅

サービス計画を作成し居宅サービス等の利用に関する調整

を行った場合 

（入院又は入所期間中３回を限度） 

通 院 時 情 報 連 携 加 算   １か月につき１回 556円 

ご利用者様が、医師の診療を受ける際に介護支援専

門員が同席し、医師等にご利用者様の心の状況や生

活環境等の必要な情報提供を行ない、医師等からご

利用者様の情報に関する 

必要な情報提供を受けた上でケアプランに記録し

た場合 

緊急時等居宅カンファレンス加算 

    （ 単 位 数  2 0 0）   
2,224 円／回 

病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と共

に利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応じ

て居宅サービス等の利用調整を行った場合 

（一月に２回を限度） 

ターミナルケアマネジメント加算 

（ 単 位 数  4 0 0 ） 
4,448 円／月 

末期の悪性腫瘍であって、在宅で死亡した利用者（在宅訪問後、

２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む）であって、厚

生労働大臣が定める算定要件に適合する場合 

特 定 事 業 所 加 算 （ Ⅰ ） 

 （ 単 位 数  5 0 0 ）   
5,560 円 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留

意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催

すること。」等厚生労働大臣が定める基準に適合する場

合（一月につき） 

特 定 事 業 所 加 算 （ Ⅱ ） 

 （ 単 位 数  4 0 0 ）   
4,448 円 

利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留

意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催

すること。」等厚生労働大臣が定める基準に適合する場

合（一月につき） 

居宅介護支援事業所が下記の地域にあり、１月当た

り実利用者数が２０人以下の事業所である場合は、

所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を

所定単位に加算する。 

特 定 事 業 所 加 算 （ Ⅲ ） 

 （ 単 位 数  3 0 0 ）   
3,336 円 

特 定 事 業 所 加 算 （ Ⅳ ） 

   （単位数 125）  
1,390 円 

中山間地域等における小規模事業所加算 
所定単位数 

の 10/100 
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中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算  
所定単位数 

の 5/100 

下記の地域に居住している利用者に対して、通常の

事業の実施地域を越えて、指定居宅介護支援を行っ

た場合は、所定単位数の１００分の５に相当する単

位数を所定単位に加算する。 

 

中山間地域等：千早赤阪村の全域、太子町の一部(山田)、能勢町の一部(東郷、田尻、西能勢) 

 
4 その他の費用について 

交通費 
利用者の居宅が、通常の事業の実施地域外の場合、公共の交

通機関の交通費と同等の交通費の実費を請求いたします。 

 
5 利用者の居宅への訪問頻度の目安 

介護支援専門員が利用者の状況把握のため、利用者の居宅に訪問する頻度の目安 

利用者の要介護（支援）認定有効期間中、概ね月に１回程度 

＊ここに記載する訪問頻度の目安回数以外にも、利用者からの依頼や居宅介護支援業務の遂行に 
不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得た場合には、介護支援専門員は利用者の居宅を 
訪問することがあります。 

 
6 利用料、その他の費用の請求及び支払い方法について 

① 利用料、その他の費用の請求 

 
 
 
 
 

ア 利用料、その他の費用は、利用者負担のある支援業

務提供ごとに計算し、利用のあった月の合計金額に

より請求いたします。 
イ 請求書は、利用明細を添えて利用のあった月の翌月

の１０日頃に利用者あてにお届けします。 
但し、請求額のない月はお届けしません。 

②利用料、その他の費用の支払い ア サービス提供の都度お渡しする利用者控えと内容を

照 
合の上、請求月の末までに、下記のいずれかの方法によ

りお支払い下さい。 
（１）事業者指定口座（銀行）への振込み 
    りそな銀行 城東支店 

（普通）0180092 
    口座名称 株式会社アースシルバープランニン

グ 
（２）現金払い 
イ お支払いを確認しましたら、必ず領収書をお渡しし

ますので、必ず保管をお願いします。 

※利用料、その他の費用の支払いについて、支払期日から 2 ヶ月以上遅延し、さらに支払いの 
催促から 14 日以内にお支払いがない場合には、契約を解約した上で、未払い分をお支払い 
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いただくことになります。 

  
 
7 居宅介護支援の提供にあたって 
（１）居宅介護支援提供に先立って、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要

介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者の住所

などに変更があった場合は速やかに当事業者にお知らせください。 

（２）利用者が要介護認定を受けていない場合は、利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が

行われるよう必要な援助を行います。また、要介護認定の更新の申請が、遅くとも利用者

が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行

うものとします。 

 
8 虐待の防止について 
  事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を 

講じます。 
（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 介護支援専門員    安田 亜佐 

（２）成年後見人制度の利用を支援します。 
（３）苦情解決体制を整備しています。 
（４）従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 
（５）虐待防止対策を検討する委員会を定期的に開催すると共に、その結果を従業者に

周知します。 
（６）虐待防止の為の指針を整備します。 
（７）従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修年 1 回を実施しています。 
（８）事業者は、サービス提供中に、従業者や利用者の家族による虐待を受けたと思わ

れる利用者を発見した場合、速やかに市町村に通報します。 

 
 
9 身体的拘束等の適正化の推進 

 身体的拘束等の適正化の推進の為以下の取り組みに努めます 
⑴  利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護する為、緊急やむをえない場合を

除き、身体的拘束を行ってはならい 
⑵  身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない 
⑶  緊急時やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の 3 つの要件

を満たす事について、組織としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行

う事とし、その具体的な内容について記録しておく事 
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１0 秘密の保持と個人情報の保護について 

 

①利用者及びその家庭に関する秘密

の保持について 

事業者及び事業者の使用する者は、サービス提供をす

る上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を正当

な理由なく、第三者に漏らしません。 
この秘密を保持する義務は、契約が終了した後も継続

します。 

 
 
 
②個人情報の保護について 

事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、

サービス担当者会議において、利用者の個人情報を用い

ません。また、利用者の家族の個人情報についても、予

め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議で利用

者の家族の個人情報を用いません。 
事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含

まれる記録物については、善良な管理者の注意をもって

管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するも

のとします。 
事業者は介護予防支援サービスの提供のために必要な

情報を収集･利用します。また、同意の上で介護予防支

援事業者へ提供します。 

   
 
 
11 事業計画、財務内容サービス提供記録等の閲覧 

 当事業所では、事業計画や財務内容等の閲覧に関して、ご利用者名及びご利用希望者と 
 その家族のうち、これを希望される方には閲覧を許可しています。 

ご希望者は、閲覧希望書に必要事項を記入し、職員までお申込み下さい。 
閲覧希望書は事務所にありますので必要な方は職員までお申し付け下さい。 

 

12 事故発生時の対応方法について 
利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の 
家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 
また、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、 
損害賠償を速やかに行います。 

 
13 身分証携行義務 

介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者または利用者の家族から 
提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。 
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14 業務継続計画の策定等 

(1) 感染症に係る業務継続計画及び災害に係る業務継続計画を作成します。 

(2) 感染症及び災害に係る研修を定期的（年 1 回以上）に行います。 

(3) 感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、訓練を実施します。 

 

15 衛生管理等 

(1) 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を設立します。 

(2) 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を作成します。 

(3) 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を実施します。 

(4) 介護支援専門員等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

(5) 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めます。 

 
16 指定居宅介護支援内容の見積もりについて 

(1)担当介護支援専門員 

氏 名           （連絡先：０６－６９３１－００１２） 

 

(2)提供予定の指定居宅介護支援の内容と料金 

介護保険 
適用の有無 

利用料（月額） 
利用者負担（月

額） 
交通費の有無 

○ 円 0 円 
（有・無の別を記載） 

サービス提供 1 回当り…（金額） 

   

(3)1 ヵ月当りの利用者負担額（利用料とその他の費用の合計）の目安 

利用者負担額の目安額 ０円 

※ この見積もりの有効期限は、説明の日から 1 ヵ月以内とします。 

 

 

17 介護支援業務に関する相談、苦情について 
（１）苦情処理の手順 

苦情又は相談があった場合は、利用者の状況を詳細に把握するために必要に応じ

訪問を実施し、状況の聞き取りや事情の確認を行い、利用者の立場を考慮しなが

ら事実関係の特定を慎重に行います。相談担当者は、把握した状況を管理者と共

に検討を行い、当面及び今後の対応を決定します。対応内容に基づき、必要に応

じて関係者への連絡調整を行うと共に、利用者へは必ず対応方法を含めた結果報 
告を行います。（時間を要する内容もその旨を翌日までには連絡します。） 
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⑵ 苦情相談の窓口、連絡先 

 [事業所の窓口] 
居宅介護支援事業所 
そら介護センター 

 

所在地   大阪市城東区今福東２丁目 4 番 26 号 
ＴＥＬ   ０６－６９３１－００１２ 
ＦＡＸ   ０６－６９３１－００１３ 
受付時間  月～金 ９：００～１８：００ 

［市町村の窓口］ 
城東区役所 
介護保険課 

 

所在地   大阪市城東区中央 3 丁目 5 番 45 号 
ＴＥＬ   ０６－６９３０－９９８６ 
受付時間  月～金 ９：００～１７：３０ 

［市町村の窓口］ 
鶴見区役所 
介護保険課 

所在地   大阪市鶴見区横堤 5 丁目 4 番 19 号 
ＴＥＬ   ０６－６９１５－９９８６ 
受付時間  月～金 ９：００～１７：３０ 

［公的団体の窓口］ 
大阪府国民健康保険 

団体連合会 

所在地   大阪市中央区常磐町 1 丁目 3 番 8 号 
ＴＥＬ   ０６－６９４９－５４４６ 
ＦＡＸ   ０６－６９４９－５４１７ 
受付時間  月～金 ９：００～１７：３０ 

［公的団体の窓口］ 
おおさか介護サービス 

相談センター 

所在地   大阪市天王寺区東高津町 12 番 10 号 
      大阪市立社会福祉センター308 
ＴＥＬ   ０６－６７６６－３８００ 
ＦＡＸ   ０６－６７６６－３８２２ 
受付時間  月～金 ９：００～１７：００ 

【市役所の窓口】 
大阪市福祉局高齢者施策部介

護保険課 
    （指定・指導グルー

プ） 

大阪市中央区船場中央３丁目１番 7-331 
電話：06-6241-6310  ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ「2 番」→「1 番」 
FAX：06-6241-6608 
受付時間：9：00～17：30 
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18 重要事項説明の年月（令和  年 月  日）  
上記内容について、「指定居宅介護支援等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年 
厚生省令第 3８号）第４条の規定に基づき、利用者に説明を行いました。 

 

事
業
者 

 

所在地 大阪市城東区今福東 2 丁目 4 番 26 号 

法人名  株式会社 アースシルバープランニング 

代表者名       松崎 暁志              印 

事業所名    そら介護センター 

説明者氏名                          印 

 
上記の内容を事業者から確かに受けました。 

 
利用者 

住所  

氏名            印 

代理人 

（代筆

者） 

住所  

氏名                           印 

             （利用者との関係             ） 
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（別 紙 1） 居宅介護支援業務の実施方法等について 

1 居宅介護支援業務の実施 

① 事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成関する業務を担当させるものとしま

す。 

② 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サ

ービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行います。 

 

2 居宅サービス計画の作成について 

① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案作成に際しては、次の点に配慮します。 

ア 利用者の居宅への訪問、利用者及びその家族に面接により利用者の置かれている環境、立場の十

分な理解と課題の把握に努めます。 

イ 利用する居宅サービスの選択にあたっては、当該地域における指定居宅サービス事業者等に関す

る情報を利用者またはその家族に提供します。 

ウ 介護支援専門員は、利用者に対して居宅サービスの内容が特定の種類、事業者に不当に偏るよう

な誘導または指示を行いません。 

エ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案が、利用者の実情に見合ったサービスの提供となる

よう、サービス等の担当者から、専門的な見地からの情報を求めます。 

② 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望す

る場合には、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案について、介護保険給付の有無、利用料等の利用者の

サービス選択に資する内容を利用者またはその家族に対して説明します。 

ア 介護支援専門員は、利用者の居宅サービス計画の原案への同意を確認した後、原案に基づく居宅

サービス計画を作成し、改めて利用者の同意を確認します。 

イ 利用者は、介護支援専門員が作成した居宅サービス計画の原案に同意しない場合には、事業者に

対して居宅サービス計画の原案の再作成を依頼することができます。 

ウ 利用者はケアプランに位置づけるサービス事業者について複数の事業所の情報提供を求めるこ

とができるとともに、ケアプランに位置付けた事業所の選定理由の説明を求めることができます。 

 

3 サービス実施状況の把握、評価について 
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① 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後において、居宅サービス計画の実施状況の把握（以

下「モニタリング」という。）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事

業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

② 上記の把握に当たっては、利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行

うこととし、少なくとも一月に一回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するとともに一月に一

回、モニタリングの結果を記録します。 

③ 介護支援専門員は、居宅サービス計画が効果的なものとして提供されるよう、利用者の状態を定期

的に評価します。 

④ 介護支援専門員は、その居宅において日常生活を営むことが困難になったと判断した場合、または

利用者が介護保険施設への入院または入所を希望する場合には、事業者は利用者に介護保険施設に

関する情報を提供します。 

4 居宅サービス計画の変更について 

事業者が居宅サービス計画の変更の必要性を認めた場合、または事業者が居宅サービス計画の変更が

必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画の変更を、この居宅介

護支援業務の実施方法等の手順に従って実施するものとします。 

 

5 給付管理について 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、国民健康保険団体

連合会に提出します。 

 

6 要介護認定等の協力について 

① 事業者は、利用者の要介護認定または要支援認定の更新申請および状態の変化に伴う区分変更の申

請が円滑に行われるよう必要な協力を行います。 

② 事業者は、利用者が希望する場合は、要介護または要支援認定の申請を利用者に代わって行います。 

 

7 居宅サービス計画等の情報提供について 

利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望する場合には、利用者の居宅サービス計画作成が円滑

に引き継げるよう、利用者の申し出により、居宅サービス計画等の情報の提供に誠意をもって応じま

す。 
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（別紙 2） 

要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項説明書 

 

利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保険による適

切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成によりサービス提供を行う際

の説明を行います。 

 

1. 提供する居宅介護支援について 

・ 利用者が要介護認定までに、居宅介護サービスの提供を希望される場合には、この契約の締結後迅

速に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支援を行います。 

・ 居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰な居宅

サービスを位置づけることのないよう、配慮しながら計画の作成に努めます。 

・ 作成した居宅サービス計画については、認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見直しを行いま

す。 

 

2. 要介護認定後の契約の継続について 

・ 要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。このとき、利用者か

ら当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合には、契約は終了し、解約料は

いただきません。 

・ また、利用者から解約の申入れがない場合には、契約は継続しますが、この付属別紙に定める内容

については終了することとなります。 

 

3. 要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合の利用料について 

要介護認定等の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合は、利用料をいただきません。 

 

4. 注意事項 

要介護認定の結果が不明なため、利用者は以下の点にご注意いただく必要があります。 

（1） 要介護認定の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合には、認定前に提供された居

宅介護サービスに関する利用料金は、原則的に利用者にご負担いただくことになります。 
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（2） 要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後の区分支給限度額を上

回った場合には、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。この場合、保

険給付されないサービスにかかる費用の全額を利用者においてご負担いただくことになり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙 3） 

サービス提供の標準的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社に関すること居宅サービス計画作成の手順、 サービスの内容に関して

大切な説明を行います 

居宅サービス計画等に関する契約締結 事 業 者 の 選 定       

当社と契約をするかど

うかをお決めいただき

ます 

ケアマネジャーがお宅を訪問し、利用者の解決すべき課題を把握します 

利 用 者 に よ る  

サービスの選択 提供する居宅サービスに関して、居宅サービス計画の原案を作成します 

計画に沿ってサービスが提供されるようサービス提供事業者等とサービス利用の調整を行います 

サービス利用に関

して説明を行い、利

用者やご家族の意

見を伺い、同意をい

ただきます ◆ サ ー ビ ス 利 用 ◆ 

居宅サービス計画作成等サービス利用申込み 

※利用者は区役所へ【居宅サービス計画作成依頼届出書】の提出を行っ

ていただきます。（提出代行可能） 

地域のサービス提供事業者の内容や、料金等をお伝えし、利用するサービス

を選んでいただきます 

居宅サービス計画に沿って、サービス利用票、サービス提供票の作成を行います 
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（別 紙 4） 

 利用者様・ご家族様へ 

病院等へ入院・退院する際のお願い 

 ご利用者様が病院等に入院された場合や退院された際に、病院等とスムーズに連携する 

ために、以下の点についてご依頼申し上げます 

 

◆入院時 

・病院へは「健康保険証／お薬手帳／介護保険証」を持参して下さい 

・入院した際、出来るだけ早く担当ケアマネジャーに連絡を下さい 

 ※入院の予定が決まっている場合は、事前にお知らせ下さい 

・病院へは「担当ケアマネジャー」がいることをお知らせ下さい 

 ※担当ケアマネジャーの「氏名」や「連絡先」など 

 

◆入院中 

・病院からの説明内容を担当ケアマネジャーにも教えて下さい 

居宅サービス計画の変更を希望される場合、必要に応じて居宅サービス計画の変更を行います。 

毎月の給付管理票の作成を行い、国保連合会に提出します 

利用者やご家族と毎月連絡をとり、サービスの実施状況の把握を行い、サー

ビス提供事業者と連絡調整を行います 

利用者の状態について、定期的な再評価を行います。また、提供されるサ

ービスの実施状況の把握を行います。 
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 ※「病状」「リハビリ内容」「退院日」等 

 

◆退院に向けて 

入院退院に向けたサービス調整を行いますので、退院日をお知らせください 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  



- 16 - 

 

居宅介護支援 サービス利用割合等 説明書 

 

①前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サ

ービスの利用割合 

訪問介護 45％ 

通所介護 42％ 

地域密着型通所介護 16％ 

福祉用具貸与 60％ 

 

②前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サ

ービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

訪問介護 
そら介護センター 

34.4％ 

訪問介護事業所

「旭陽」 16.5％ 

ヘルパーステーシ

ョンそら 

 12.3％ 

通所介護 
サロンアンドスポ

ーツそら 16.3％ 

池岡パワーデイ

サ ー ビ ス 

13.5％ 

デイサービスみお

つ く し 森 ノ 宮  

10.2％ 

地域密着型通所介護 
つるかめはうす  

14.4％ 

池岡ハローデイ

サ ー ビ ス  

14.4％ 

デイサービス仁  

13.2％ 

福祉用具貸与 

ダイキチレントオ

ー ル 大 阪 支 店  

18.3％ 

株式会社アエル 

16.2％ 

フランスベッド大

阪 東 営 業 所  

13.5％ 

 

③判定期間 （令和 6 年度） 

 

□ 後期（令和 6 年 9月１日から令和 7年 2月末日） 

 

 

 


